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第１章 

１. はじめに 

 

1.1 目的  

２０５０年のカーボンニュートラル社会の実現に向け、令和３年６月に「２０５０年カ

ーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」、１０月に「エネルギー基本計画及び地球温

暖化対策計画」が閣議決定された。これらはそれぞれ、技術開発、エネルギー需給、省エ

ネ支援といった政策を総動員して持続的な成長とイノベーションを実現し、２０５０年カ

ーボンニュートラル社会を目指していく方向性を打ち出している。 

製造分野の熱プロセスにおいては、燃料の燃焼及び電力消費により、国内ＣＯ２の２８％

程度を占めると見積もられる。２０５０年に向けた需要側対策として、熱源の「ゼロエミ

ッション（以下ゼロエミ）化」、つまり、ゼロエミ燃料の導入（燃料転換）、ゼロエミ電源

の導入（電化）と省エネ技術を合わせた脱炭素化の取り組みが必要である。 

工業炉は製品に熱を与える装置の総称であり、国内に 3.7万台の工業炉が存在すると推

定される。鉄鋼、非鉄金属、自動車、電気電子、窯業、化学工業等多くの産業分野で、溶

解、精錬、加熱、熱処理、乾燥等の工程で用いる加熱装置として幅広く使用されている。

産業用ボイラは、密閉した容器内に水等を入れ、これを加熱し、圧力のある蒸気又は温水

を作り、これを他に供給する装置であり、食品加工、機械製造、電機電子、化学工業等多

くの産業分野において、加熱、乾燥、熱供給等に用いられる装置として幅広く使用されて

いる。 

本調査では、工業炉及び産業用ボイラ（以下、「熱源設備」という。）のユーザー業界を

中心に、これら由来のエネルギー消費／ＣＯ２排出量や、カーボンニュートラル対応機器の

導入状況／普及可能性等の情報を収集・データベース化し、今後のカーボンニュートラル

施策立案等の参考情報とする。 

 

1.2 方法  

（１）アンケート調査発送等 

経済産業省が保有するアンケート先候補団体リスト（省エネ法における第1種エネルギー

管理指定工場等）に基づいて、約5,000件の第1種エネルギー管理指定工場等（実数4,993件）

を対象にアンケート調査を実施した。アンケート用紙は郵送し、回答はWEBアンケート調査

および郵送の方式で行った。 
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本調査は、アンケート送付及び調査実査代行、アンケート調査実施先、実施機関などを、

マイボイスコム株式会社、郵便物発送代行は株式会社アーバンシステムに委託した。 

 

以下の業務を実施した。 

① 団体リストの形式を整理し、第1種エネルギー管理指定工場等の所在地と郵便番号を

入力する。 

② 封筒への宛名印刷（もしくは宛名ラベル作成と貼り付け） 

③ アンケート調査用紙の印刷 

④ 封入と発送 

⑤ 1月20日頃までの未回答工場宛に催促葉書を発送 

 

（２）アンケート結果の集計、グラフの作成等 

回収したアンケート回答は、Excel集計 ファイルにまとめ、集計、グラフの作成を行っ

た。 

 

1.3 アンケート実施期間  

令和5年1月1日～2月10日 

 

アンケートの実施期間は、当初 1月末締切としたが、1月中旬までに返信がなかった事業

所・工場には再度回答の依頼を行い、2月 10日までに回答の得られたものを集計した。 
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16 熱供給業 90 90 56 2.4 

17 ゴム製品製造業 80 80 36 1.5 

18 印刷・同関連業 77 77 30 1.3 

19 
業務用機械器具製造

業 
49 49 10 0.4 

20 
石油製品・石炭製品製

造業 
43 43 37 1.6 

21 
木材・木製品製造業

（家具を除く） 
39 39 6 0.3 

22 その他の製造業 31 31 16 7.1 

23 
鉱業，採石業，砂利採

取業 
31 31 11 0.5 

24 ガス業 28 28 23 1.0 

25 
情報通信機械器具製

造業 
21 21 4 0.2 

26 家具・装備品製造業 7 7 - - 

27 
なめし革・同製品・毛

皮製造業 
1 1 - - 

 合計 4,993 4,993 2,342 100.0% 

 

アンケート実施件数は 4,993工場・事業所であり、2,342件の回答を得た。回答率は 47％

となった。 
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7 パルプ・紙・紙加工

品製造業 
240 121 159 1.31 414 

8 鉄鋼業（大手製鉄を除

く） 
208 98 68 0.69 100 

9 非鉄金属製造業 203 132 825 6.25 7,930 

10 金属製品製造業 202 132 896 6.79 9,307 

11 飲料・たばこ・飼料製

造業 
193 129 9 0.07 1 

12 電気機械器具製造業 170 75 268 3.57 2,171 

13 繊維工業 137 47 40 0.85 99 

14 はん用機械器具製造

業 
99 24 161 6.71 4,455 

15 生産用機械器具製造

業 
94 16 55 3.44 1,111 

16 熱供給業 90 56 6 0.11 1 

17 ゴム製品製造業 80 36 38 1.06 89 

18 印刷・同関連業 77 30 32 1.07 88 

19 業務用機械器具製造

業 
49 10 21 2.10 216 

20 石油製品・石炭製品製

造業 
43 37 219 5.92 1,506 

21 木材・木製品製造業

（家具を除く） 
39 6 4 0.67 17 

22 その他の製造業 31 16 42 2.54 200 

23 鉱業，採石業，砂利採

取業 
31 11 20 1.82 102 

24 ガス業 28 23 -   

25 情報通信機械器具製

造業 
21 4 -   

26 家具・装備品製造業 7 - -   

27 なめし革・同製品・毛

皮製造業 
1 - -   

 合計 4993 6,390   67,288 
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3.3 工業炉の種類 

3.3.1 工業炉（燃焼炉）の種類 

 

表 3.3（1） 工業炉の種類（選択肢 142種） 

燃焼炉
選択肢 熱源 加熱方式 用途 素材 日本標準商品分類における工業炉

１ 燃料 直火式 溶解 鉄 キュポラ
２ 燃料 直火式 溶解 非鉄 非鉄金属反射炉
３ 燃料 直火式 溶解 非鉄 非鉄金属るつぼ炉
４ 燃料 直火式 溶解 窯業他 ガラス溶解炉
５ 燃料 直火式 加熱 鉄 金属均熱炉
６ 燃料 直火式 加熱 鉄 鉄鋼圧延加熱炉
７ 燃料 直火式 加熱 鉄 鉄鋼鍛造加熱炉
８ 燃料 直火式 加熱 鉄 焼ばめ炉
９ 燃料 直火式 加熱 非鉄 非鉄金属均熱炉
１０ 燃料 直火式 加熱 非鉄 非鉄金属圧延加熱炉
１１ 燃料 直火式 加熱 非鉄 非鉄金属鍛造加熱炉
１２ 燃料 直火式 加熱 非鉄 焼ばめ炉
１３ 燃料 直火式 加熱 窯業他 セメント焼成炉
１４ 燃料 直火式 加熱 窯業他 石灰焼成炉
１５ 燃料 直火式 加熱 窯業他 陶磁器焼成炉
１６ 燃料 直火式 加熱 窯業他 耐火物焼成炉
１７ 燃料 直火式 加熱 窯業他 その他焼成炉
１８ 燃料 直火式 加熱 窯業他 ガラス熱処理炉
１９ 燃料 直火式 加熱 窯業他 その他の窯業用炉
２０ 燃料 直火式 熱処理 鉄 焼ならし炉
２１ 燃料 直火式 熱処理 鉄 焼入炉
２２ 燃料 直火式 熱処理 鉄 焼戻炉
２３ 燃料 直火式 熱処理 鉄 焼なまし炉
２４ 燃料 直火式 熱処理 非鉄 焼入炉
２５ 燃料 直火式 熱処理 非鉄 焼戻炉
２６ 燃料 直火式 熱処理 非鉄 焼なまし炉
２７ 燃料 直火式 熱処理 窯業他 ー
２８ 燃料 直火式 乾燥他 鉄 焼付乾燥炉
２９ 燃料 直火式 乾燥他 鉄 その他の乾燥炉
３０ 燃料 直火式 乾燥他 非鉄 その他の乾燥炉
３１ 燃料 直火式 乾燥他 窯業他 鋳型乾燥炉
３２ 燃料 直火式 乾燥他 窯業他 中子乾燥炉
３３ 燃料 直火式 乾燥他 窯業他 窯業用乾燥炉
３４ 燃料 直火式 乾燥他 窯業他 その他の乾燥炉
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表 3.3（2） 工業炉の種類（選択肢 142種） 

燃焼炉
選択肢 熱源 加熱方式 用途 素材 日本標準商品分類における工業炉
３５ 燃料 間接加熱式 溶解 鉄 ー
３６ 燃料 間接加熱式 溶解 非鉄 非鉄金属るつぼ炉
３７ 燃料 間接加熱式 溶解 窯業他 ー
３８ 燃料 間接加熱式 加熱 鉄 ろう付炉
３９ 燃料 間接加熱式 加熱 非鉄 ろう付炉
４０ 燃料 間接加熱式 加熱 窯業他 ー
４１ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 焼ならし炉
４２ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 焼入炉
４３ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 焼戻炉
４４ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 焼なまし炉
４５ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 浸炭炉
４６ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 窒化炉
４７ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 浸炭窒化炉
４８ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 軟窒化炉
４９ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 その他の表面処理炉
５０ 燃料 間接加熱式 熱処理 鉄 黒化炉
５１ 燃料 間接加熱式 熱処理 非鉄 焼入炉
５２ 燃料 間接加熱式 熱処理 非鉄 焼戻炉
５３ 燃料 間接加熱式 熱処理 非鉄 焼なまし炉
５４ 燃料 間接加熱式 熱処理 窯業他 ガラス熱処理炉
５５ 燃料 間接加熱式 乾燥他 鉄 その他の乾燥炉
５６ 燃料 間接加熱式 乾燥他 非鉄 その他の乾燥炉
５７ 燃料 間接加熱式 乾燥他 窯業他 その他の乾燥炉

５８ 燃料 ― 化学 化学品 改質炉

５９ 燃料 ― 化学 化学品 分散炉
６０ 燃料 ― 化学 化学品 乾留炉
６１ 燃料 ― 化学 化学品 加熱炉
６２ 燃料 ― 化学 化学品 焼却炉（脱臭装置を含む）
６３ 燃料 ― 化学 化学品 コークス炉
６４ 燃料 ― 化学 化学品 その他の化学工業用炉  
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表 3.3（3） 工業炉の種類（選択肢 142種） 

電気炉
選択肢 熱源 加熱方式 用途 素材 日本標準商品分類における工業炉
６５ 電気 抵抗加熱式 溶解 鉄 鉄鋼真空抵抗溶解炉
６６ 電気 抵抗加熱式 溶解 非鉄 非鉄金属るつぼ炉
６７ 電気 抵抗加熱式 溶解 非鉄 非鉄金属真空抵抗溶解炉
６８ 電気 抵抗加熱式 溶解 窯業他 ガラス溶解炉
６９ 電気 抵抗加熱式 加熱 鉄 金属均熱炉
７０ 電気 抵抗加熱式 加熱 鉄 ろう付炉
７１ 電気 抵抗加熱式 加熱 鉄 その他の金属用加熱炉
７２ 電気 抵抗加熱式 加熱 非鉄 非鉄金属均熱炉
７３ 電気 抵抗加熱式 加熱 非鉄 ろう付炉
７４ 電気 抵抗加熱式 加熱 非鉄 その他の金属用加熱炉
７５ 電気 抵抗加熱式 加熱 窯業他 ー
７６ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 焼ならし炉
７７ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 焼入炉
７８ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 焼戻炉
７９ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 焼なまし炉
８０ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 浸炭炉
８１ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 窒化炉
８２ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 浸炭窒化炉
８３ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 軟窒化炉
８４ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 バス炉
８５ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 その他の表面熱処理炉
８６ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 めっき炉
８７ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 黒化炉
８８ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 拡散炉
８９ 電気 抵抗加熱式 熱処理 鉄 その他の表面処理炉
９０ 電気 抵抗加熱式 熱処理 非鉄 焼きならし炉
９１ 電気 抵抗加熱式 熱処理 非鉄 焼入炉
９２ 電気 抵抗加熱式 熱処理 非鉄 焼戻炉
９３ 電気 抵抗加熱式 熱処理 非鉄 焼なまし炉
９４ 電気 抵抗加熱式 熱処理 非鉄 その他の表面熱処理炉
９５ 電気 抵抗加熱式 熱処理 非鉄 その他の表面処理炉
９６ 電気 抵抗加熱式 熱処理 窯業他 ガラス熱処理炉
９７ 電気 抵抗加熱式 熱処理 窯業他 その他の窯業用炉
９８ 電気 抵抗加熱式 乾燥他 鉄 その他の乾燥炉
９９ 電気 抵抗加熱式 乾燥他 非鉄 その他の乾燥炉
１００ 電気 抵抗加熱式 乾燥他 窯業他 その他の乾燥炉
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表 3.3（4） 工業炉の種類（選択肢 142種） 

電気炉
選択肢 熱源 加熱方式 用途 素材 日本標準商品分類における工業炉
１０１ 電気 アーク加熱式 溶解 鉄 アーク炉
１０２ 電気 アーク加熱式 溶解 鉄 鉄鋼真空アーク溶解炉
１０３ 電気 アーク加熱式 溶解 非鉄 非鉄金属アーク炉
１０４ 電気 アーク加熱式 溶解 非鉄 非鉄金属真空アーク溶解炉
１０５ 電気 アーク加熱式 溶解 窯業他 ー
１０６ 電気 アーク加熱式 加熱 鉄 ー
１０７ 電気 アーク加熱式 加熱 非鉄 ー
１０８ 電気 アーク加熱式 加熱 窯業他 ー
１０９ 電気 アーク加熱式 熱処理 鉄 ー
１１０ 電気 アーク加熱式 熱処理 非鉄 ー
１１１ 電気 アーク加熱式 熱処理 窯業他 ー
１１２ 電気 アーク加熱式 乾燥他 鉄 ー
１１３ 電気 アーク加熱式 乾燥他 非鉄 ー
１１４ 電気 アーク加熱式 乾燥他 窯業他 ー

１１５ 電気 誘導加熱式 溶解 鉄 鉄鋼誘導炉

１１６ 電気 誘導加熱式 溶解 鉄 鉄鋼真空誘導溶解炉
１１７ 電気 誘導加熱式 溶解 非鉄 非鉄金属誘導炉
１１８ 電気 誘導加熱式 溶解 非鉄 非鉄金属真空誘導溶解炉
１１９ 電気 誘導加熱式 溶解 窯業他 ー
１２０ 電気 誘導加熱式 加熱 鉄 鉄鋼圧延加熱炉
１２１ 電気 誘導加熱式 加熱 鉄 焼ばめ炉
１２２ 電気 誘導加熱式 加熱 鉄 ろう付炉
１２３ 電気 誘導加熱式 加熱 非鉄 非鉄金属圧延加熱炉
１２４ 電気 誘導加熱式 加熱 非鉄 非鉄金属鍛造加熱炉
１２５ 電気 誘導加熱式 加熱 非鉄 ろう付炉
１２６ 電気 誘導加熱式 加熱 窯業他 ー
１２７ 電気 誘導加熱式 熱処理 鉄 焼ならし炉
１２８ 電気 誘導加熱式 熱処理 鉄 焼入炉
１２９ 電気 誘導加熱式 熱処理 鉄 焼戻炉
１３０ 電気 誘導加熱式 熱処理 鉄 焼なまし炉
１３１ 電気 誘導加熱式 熱処理 非鉄 ー
１３２ 電気 誘導加熱式 熱処理 窯業他 ー
１３３ 電気 誘導加熱式 乾燥他 鉄 ー
１３４ 電気 誘導加熱式 乾燥他 非鉄 ー
１３５ 電気 誘導加熱式 乾燥他 窯業他 ー

１３６ 電気 ― 化学 化学品 改質炉

１３７ 電気 ― 化学 化学品 分散炉
１３８ 電気 ― 化学 化学品 乾留炉
１３９ 電気 ― 化学 化学品 加熱炉
１４０ 電気 ― 化学 化学品 焼却炉（脱臭装置を含む）
１４１ 電気 ― 化学 化学品 コークス炉
１４２ 電気 ― 化学 化学品 その他の化学工業用炉
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3.3.2 工業炉（電気炉）の種類 

アンケート回答での電気炉の種類と台数を図 3.2に示す。

 
図 3.2 電気炉の台数 
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LNG やバイオマス燃料、水素燃料、アンモニア燃料、合成燃料への 5年以内の切り替えは

1％未満、5～10 年後も同じく 1％未満で、ほとんどの回答は切り替え予定なしであった。

10年以後の将来では、水素燃料、アンモニア燃料、合成燃料への切り替えが 10％前後との

可能性を回答があり、カーボンニュートラル燃料への期待が読み取れる。 

以上から、既存の熱源設備から燃料転換の導入可能性は、全体的に導入可能性は低いものの、

LNGやバイオマス燃料、水素燃料、アンモニア燃料、合成燃料への切り替えの可能性・期待

度はあるといえる。  
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業 

12 電気機械器具製造業 170 75 197 2.63 1,173 

13 繊維工業 137 47 251 5.34 3,907 

14 はん用機械器具製造業 99 24 30 1.25 155 

15 生産用機械器具製造業 94 16 38 2.38 530 

16 熱供給業 90 56 268 4.79 2,061 

17 ゴム製品製造業 80 36 129 3.58 1,027 

18 印刷・同関連業 77 30 131 4.37 1,468 

19 業務用機械器具製造業 49 10 43 4.30 906 

20 
石油製品・石炭製品製造

業 
43 37 146 3.95 670 

21 
木材・木製品製造業（家

具を除く） 
39 6 26 4.33 732 

22 その他の製造業 31 16 64 3.88 467 

23 
鉱業，採石業，砂利採取

業 
31 11 11 1.00 31 

24 ガス業 28 23 56   

25 情報通信機械器具製造業 21 4 23   

26 家具・装備品製造業 7 - -   

27 
なめし革・同製品・毛皮

製造業 
1 - -   

 合計 4,993 6,390   71,028 

 

「2 食料品」「11 飲料・たばこ・飼料製造業」「1化学」「13繊維」などの業種で産業用ボイ

ラが使用されている。「9 非鉄金属製造業」「10 金属製品製造業」でのボイラ保有台数は少

ない。 

産業用ボイラの燃料別の割合－燃焼方式（燃料と電気）の比較について、産業用ボイラ

の加熱方式として、蒸気および温水の製造は燃料の燃焼による発生が中心であり、電気ボ

イラは限定的となっている。 
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図 4.2．貫流ボイラの業種別台数 

 

貫流ボイラの業種別台数を比較すると、「2 食料品」「11 飲料・たばこ・飼料製造業」「1

化学」などの業種で産業用ボイラが使用されている。「9 非鉄金属製造業」「10 金属製品製

造業」でのボイラ保有台数は少ない。 
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4.8 産業用ボイラの二酸化炭素排出実態 

 

表4.22 ボイラの種類と性能 

大分類 小分類 技術概要 
主な用途・利用
分野 

燃料種・温度帯・熱媒体 

蒸気ボイ
ラ 

小型貫流ボイ
ラ 

一管の長い管系で構
成されている貫流ボ
イラーのうち、蒸気圧
力 1.0MPa、伝熱面積 
10m2 以下のものは小
型貫流ボイラーと呼
ばれ、10kg/h～7t/h 
程度の暖房用、業務用
および工業プロセス
用の小型ボイラーと
して用いられている 

・業務用、産業
用 
・暖房用、プロ
セス蒸気生成
用などに広く
用いられてい
る。 

・都市ガス、重油 等 
・排煙からの廃熱回収に
より高効率化を図るた
め、排煙温度を低温化し
ても酸の発生が少ない
クリーンなガス燃料の
方が高効率化が可能。 
・生成蒸気は約 184℃
（ 1.0MPa での飽和温
度）以下が多い。  

水管ボイラ 
多数の水管とドラム
で構成され、水管内で
蒸発を行うボイラ 

・業務用、産業
用 
・暖房、プロセ
ス蒸気、発電等 

・都市ガス、重油、石炭 
等 
・需要に応じて様々な温
度帯の蒸気を供給 
・発電用では、600℃級
のボイラーも使用  

炉筒煙管ボイ
ラ 

ボイラー胴中に炉筒
と煙管群の両方を設
けたボイラーであり、
水管ボイラーと比較
して小容量のボイラ
ーが多く、圧力1MPa、
伝熱面積 20～150m2、
蒸発量 10t/H 程度ま
でのものが主流 

・業務用、産業
用 
・暖房用、プロ
セス蒸気 

・都市ガス、重油、石炭 
等・需要に応じて様々な
温度帯の蒸気を供給 
・生成蒸気は約 204℃
（ 1.6MPa での飽和温
度）以下が多い。  

温水ボイ
ラ 

 
暖房や給湯、産業プロ
セス用の温水を発生
させるボイラ 

・家庭用、業務
用、産業用 
・暖房、給湯、
温水等 

・都市ガス、重油、電気 
等 
・主に 100℃以下 

出典：経済産業省資源エネルギー庁「平成２９年度新エネルギー等の導入促進のための基礎

調査 （熱の需給及び熱供給機器の特性等に関する調査）」より引用 
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からない）。 

7 ・オーダーメイド型事業において、申請支援が欲しい。 

8 ・ガス事業会社と近隣の会社とスマエネ事業を計画中 

9 ・今後の事業計画、設備導入・更新に合わせての省エネ設備導入時に利用検討したい。 

10 ・今後も補助金の情報をキャッチしながら省エネと CO2削減を進めます。 

11 ・事業所の将来的な合理化推進に合わせ、適切なボイラ更新を行う。 

12 ・事業所規模にあわせた設備導入支援があると助かります。 

13 ・自社の水力発電を利用した電気ボイラの導入を検討中（補助金活用希望） 

14 ・助成金や補助金は、手続きが複雑で工数のかかる一方で、 申請期限や採択後の実

施期間が限られているために申請を見送る場合があると思います。 申請手続きを簡

素化或いはワンストップサービスを充実し、実施しやすい期間設定のものを増やして

頂けると助かります。 

15 ・将来的に燃料起因のＣＯ２削減が課題であり、インフラやコスト低下に期待してい

ます 

16 ・先進事業などの補助金について、支援を受ける条件が厳しいため、CO2 削減を目指

す企業が補助金を受け易い条件にしてもらいたい。 例えば、クラス分け評価がＡ以

上でないと補助金対象外とするのはおかしいと思います。本来、評価が B，C，Dの企

業も対象として Aや Sを目指せる様に支援することが必要だと思います。 

17 ・都市ガス配管インフラの無い地方において、ＬＮＧサテライト設備設置への直接的

な補助金制度を希望 

18 ・燃焼機関については、エネルギー変換効率面で問題があるため、ヒートポンプへの

転換を設備更新に併わせて検討していく。 

19 ・補助金の決定→完成までの時間が短く、熱媒ボイラの更新（納期１年以上）では使

えなかった。 

20 ・補助金を活用して省エネ設備を導入したいが起案(発注)⇒検収(成果報告)まで短納

期(1 年以内)のため実行できないでいます。 発注⇒検収までの期間をもう少し長く

(2～3年)していただけると、補助金を使用するチャンスができますので御検討の程よ

ろしくお願いします。 

21 ・補助金対象設備の省エネ支援策の提案を希望します。エネルギー原単位削減に有効

な対策を実施したいです 
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第６章 

 

６．まとめ 

2021年以降、エネルギー価格が世界的に高騰している。エネルギーはさまざまなモノの製

造や輸出入に使用されることから、多くの国で輸入物価や消費者物価に影響が出ており、資

源の多くを輸入にたよる日本でもその影響は避けられない。4 

2018年時点での製造業種別のエネルギーの割合 5を見ると、鉄鋼業、化学分野、紙・パル

プ分野、窯業・土石業の「素材系」4業種が特に高くなっている。1973年と 2018 年と比較

して全体的な省エネは進んでいるが、素材系産業である前述の 4 つの業種が製造業全体の

エネルギー消費の 8割以上を占めた。 

 

 

図 6.1 製造業業種別エネルギー消費の推移 

 

工業炉・産業用ボイラの保有工場での省エネ対策は今後の省エネ・CO2削減策として重要

である。そのための現状把握を、国内の工業炉ユーザー企業及び産業用ボイラのユーザー

企業を対象としたアンケート調査にて行った。 

工業炉の直接加熱においては、現状では電気炉の電気代に比べて、燃焼炉の燃料代の方

が、エネルギーのコストが安いため、電気炉と燃焼炉のどちらも使用可能なプロセスでは

主に燃焼炉が用いられている。電気炉が選択されるプロセスとしては、セラミックスや鉄

における新素材の製造、多用途対応が求められるプロセス、作業雰囲気の制約があるプロ

セス等が想像される。 

 

 

 
4 https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/price.html 
5 https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2020html/2-1-2.html 
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アンケート調査結果からの今後の燃料転換の可能性を見出せた。 

工業炉の燃料炉から電気炉への切り替えは 20％が実施済みで、5 年以内が 1％未満、5～

10年後も 2％、10年以後が 9％ということで、7割の回答は切り替なしであった。 

工業炉（燃焼炉）の燃料転換について質問したが、都市ガスへの切り替えは 38％が実施

済みで、LNGやバイオマス燃料、水素燃料、アンモニア燃料、合成燃料への切り替えはほと

んどなかった。 

LNG やバイオマス燃料、水素燃料、アンモニア燃料、合成燃料への切り替えは、10 年以

内では切り替えの意向はほとんどないが、10 年以後の将来では、10％前後の切り替え意向

の回答があり、カーボンニュートラル燃料への期待が読み取れる。 

 

産業用ボイラの燃料転換について質問したが、都市ガスへの切り替えは 57％が実施済み

で、LNG やバイオマス燃料、水素燃料、アンモニア燃料への切り替えはほとんどなかった。 

10年以後の将来では、水素燃料への切り替え意向が 12％との回答があった、一方、他の

カーボンニュートラル燃料（バイオマス燃料、アンモニア燃料、合成燃料）は数％前後で

あった。産業用ボイラの燃料としては、水素燃料への期待が読み取れる。 

 

水素・アンモニア燃料は 2030年頃からインフラ整備されて普及が進むとの有識者の意見

もあるので、カーボンニュートラル燃料への燃料転換時期が 10年以後という結果は理解で

きる。 

 

エネルギーコスト高の現状を踏まえれば、今後も状況は流動的である。燃料の経済性や

転換による省エネ効果の点については、今後も随時検討が必要である。また、電化による

CO2削減は、使用する電力が低炭素化されていることが前提であり、安価かつ安定的な低炭

素電力の供給が大きな課題となる。 
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添付資料 
 

アンケート調査票 

・アンケート依頼状（鑑） 

・アンケート調査票１（工業炉） 

・アンケート調査票２（産業用ボイラ） 

 ・アンケート票回答用紙 
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・アンケート依頼状（鑑） 
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・アンケート督促状（鑑） 

 

  



67 
 

・アンケート調査票１（工業炉） 



68 
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・アンケート調査票１（工業炉の種類） 
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・アンケート調査票２（産業用ボイラ） 
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・アンケート回答用紙 
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